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（論文内容の要旨） 
【背景・目的】 
日本では超高齢社会の進展に伴って認知症の高齢者が増加しており、そのケアの供給が

社会的課題である。認知症のケアは、介護保険サービスによるフォーマルケアだけでなく、

介護保険外サービスの活用や、主に家族等による自主的な介護を中心としたインフォーマ

ルケアにより成り立っているため、この両者を併せた負担を把握する必要がある。また、

地域包括ケアシステム実現のために、自宅や介護保険施設以外にも、サービス付き高齢者

向け住宅や有料老人ホームなど、高齢者の住まいのあり方が多様化するが、認知症ケアの

経済的負担について在宅介護と施設入居を比較した研究は世界的にも少なく、本邦では見

つからない。そこで、本研究では、認知症ケアにおける個人レベルの経済的負担を可視化

し、居住形態別に比較することを目的とした。 
【方法】 
本研究はインターネット質問票調査による横断研究である（2016年3月4日～14日実

施）。30 歳以上の介護者を対象とし、3600 名を目標人数とした（30 代・40 代・50 代・

60代：各850名、70代以上：200名）。質問票は、Resource Utilization in Dementia（RUD）

3.0 versionに、日本の医療・介護制度に合わせた質問項目を追加した。質問票の項目は、

（1）認知症の人の属性、（2）介護者の属性、（3）介護者の職務状況およびインフォーマ

ルケア、（4）医療・介護サービスの利用状況の4領域、全40項目である。認知症ケアの

経済的負担は、インフォーマルケアコスト、介護費自己負担額（保険適用・保険外）、医

療費自己負担額の合計とし、インフォーマルケアコストは、機会費用法に基づき1日あた

りのインフォーマルケア時間、性別・年齢階層別平均賃金を用いて算出した。経済的負担

の居住形態別の比較には、性・年齢・要介護度で調整した実測値と予測値（平均値）の比

（OE比）を用いた。 
【結果・考察】 

3916 名の回答のうち、矛盾回答を除いた 3841 名を解析対象とした。インフォーマル

ケアコストに関する OE 比はグループホームで最も低く（0.32）、在宅で最も高かった

（1.31）。医療費・介護費の自己負担額に関するOE比は在宅が0.73であったが、施設入

居の場合は 1.08-1.70 と高く、とくに有料老人ホームの場合が高かった（1.70）。施設入

居の場合にもインフォーマルケアは提供されており、いずれの居住形態でも個人レベルの

経済的負担は1か月あたり16～26万円であり、経済的負担全体のOE比の範囲は縮小し

た（0.72-1.11）。介護保険外サービスも含めた介護費自己負担額では、おむつなどの消耗

品や施設入居費用、食費などへの負担が大きい意見も挙げられた。とくに在宅介護のみな

らず、制度上「自宅」として扱われるサービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホームでは、 

インフォーマルケアも含めて経済的負担が大きい可能性が示唆された。本研究は、インターネッ

ト調査会社のモニターを用いて大規模な対象を確保することができたが、非確率的な標本抽出の

ため代表性に限界がある。また、介護者自身の精神的負担（介護負担感等）は把握できておらず、

認知症ケアの負担を主観的・客観的の両側面から包括的に把握することが今後の課題である。 
【結論】 
本研究は日本における認知症ケアについて、インフォーマルケアを含めた経済的負担を明らかに

し、居住形態別に比較した。インフォーマルケアコストを含めた場合、居住形態間の経済的負担

の差が縮小した。在宅介護は施設入居と比較してインフォーマルケアコストが高く、医療・介護

サービスへの自己負担額は低くとも、経済的負担全体が高い傾向にあった。本研究の成果は、個

人および社会的経済負担を考慮した持続可能な認知症ケアのあり方を探索する上で政策的な一

助となる。 
 
（論文審査の結果の要旨） 
本研究は、日本における認知症ケアの経済的負担について、個人レベルで、居住形

態別に定量化した。認知症ケアの経済的負担は、医療費介護費の自己負担額と、国際

標準的な測定方法によりインフォーマルケアコストを算出した。実測値と予測値（平

均値）の比を用いて、認知症の人の性・年齢・要介護度で調整し、経済的負担を居住

形態別に比較した。その結果、在宅介護では医療費介護費の自己負担額は低いが、イ

ンフォーマルケアコストを含めた場合に、医療費が高い療養型病床や、入居費などの

介護保険外サービス利用費が高い有料老人ホームと同程度に、経済的負担が高いこと

が示された。 
インターネット質問票調査を用いた非確率的な標本抽出のため代表性に限界がある

が、主たる介護者の回答が少ない場合に介護寄与割合による調整を行い、主たる介護

者として扱った。また、要介護度を臨床的重症度指標の代替指標として必要な介護量

を把握した。本研究は国際標準的質問票を用いた大規模サンプルを対象とし、認知症

ケアの経済的負担を在宅介護と多様な居住形態を比較した研究として国内外で初めて

示した知見である。本研究結果は、地域内における在宅ケアと施設ケア、フォーマル

ケアとインフォーマルケアのバランスの考察に貢献しうる結果といえる。 

以上の研究は認知症の人のケアの経済的負担の解明に貢献し、超高齢社会における持続可能

な認知症ケアのあり方に関する政策に寄与するところが大きい。 

したがって、本論文は博士（ 社会健康医学 ）の学位論文として価値あるものと認める。 

なお、本学位授与申請者は、令和元年１２月１９日実施の論文内容とそれに関連した試問を

受け、合格と認められたものである。 

要旨公開可能日：      年   月   日 以降 


